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１．目的と問題意識

　本研究では管理会計への貢献に主眼をおき，制度論的パースペクティブに基

づく管理会計研究の可能性を明らかにすることを目的とする。管理会計研究に

おいて近年多様な理論的フレームワークが適用され，理論の多様性が解釈の多

様性を生んでいる（Baxter and Chua, 2003; 浅田，2012）。そのひとつとして，
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制度論があげられる。制度論は社会学，政治学，経済学などの分野から端を発

し，組織論へも大きな影響を及ぼし，近年では北欧の管理会計研究を中心にそ

の理論の適用が見受けられる。わが国でも，事例に基づく管理会計変化研究（近

藤・吉田，2005;  浅田ほか，2013;  吉田，2013）や特定の管理会計技法の正当

性に関する研究（鈴木，2011）などで制度論を援用した解釈が行われている。

　しかし，制度論の系譜は広く，制度論のなかでもその理論的背景は多用であ

る（Scott, 1995）。そのため，本稿では制度論が含意する理論的背景を包括す

る意味で，制度論的パースペクティブという用語を用いる。つまり，一概に制

度論的パースペクティブを適用した研究といっても，同様の貢献や成果を期待

しているわけではない。とりわけ，管理会計研究では何を明らかにするために

制度論的パースペクティブを用いることができるのであろうか。先行研究で

は，どのような研究対象に対して，制度論をどのような目的で適用し，何を明

らかにしようとしてきたのであろうか。

　くわえて，管理会計研究において管理会計の変化を解釈する研究が増加し

（Burns and Vavio, 2001），制度論的パースペクティブが方法論として頻繁に

援用されている。しかし，それらの研究のなかには，制度論的パースペクティ

ブを用いずに変化のプロセスを解明しようとする試みもある。たとえば，

Innes and Mitchell（1990）はコンティンジェンシー理論に内在する複数の限

界のなかでとくに変化を動態的に解釈することの困難さを指摘し，モチベー

ター，ファシリテーター，カタリストという要素によって変化プロセスを経年

的に分析している。またその結果を踏まえて Cobb et al.（1995）や Kashu-

rinen（2002）はさらに分析フレームワークの精度を向上させている。上記の

研究に共通している点は，管理会計の変化に対して行為者が実際にどのように

対応しているのかを現実世界のなかで解釈する試みがなされているということ

である。では，Innes と Mitchell を中心とした諸研究があるにもかかわらず，

なぜ制度論的パースペクティブを管理会計の変化研究に用いる必要があるので



475制度論的パースペクティブに基づく管理会計研究の可能性

689

あろうか。制度論的パースペクティブを適用する意義はどこにあるのであろう

か。

　以上のような問題意識を明らかにすることは，今後ますます制度論的パース

ペクティブに基づく管理会計研究が増加すると予想されるなかで，きわめて重

要な示唆を提供すると考えられる。

　本稿の構成は次のとおりである。次節にて制度論的パースペクティブに基づ

く管理会計研究の概要を先行研究のレビューに基づいて，研究の対象，理論の

適用方法，研究方法を順に整理する。第３節では管理会計研究でこれまで主に

採用されてきた旧制度派経済学（Old Institutional Economics: OIE）と新制度

派社会学（New Institutional Sociology: NIS）⑴という２つの理論について説明

し，各理論が管理会計研究へどのような貢献を果たしてきたのかを検討する。

第４節では管理会計の制度化と正当化について諸見解を述べ，最終節にて結論

と課題を提示する。

２．制度論的パースペクティブに基づく管理会計研究のレビュー

　本稿では，制度論的パースペクティブに基づく管理会計に関する先行研究に

ついて，「制度論（Institutional theory）／制度化（Institutionalization）」の適

用を明示している研究を取り上げ，かつ制度論を主要な理論のひとつとしてみ

なしている研究を中心にレビューする。なお網羅性を追求する一方で範囲をあ

る程度限定するために，管理会計研究に関する主要な欧米学術誌に限定してい

る⑵。先行研究の一覧とその概要は巻末の付録のとおりである。以下では，先

行研究の概要を整理するために研究の対象，理論の適用方法，研究方法ごとに

区分し示していく。

2．1．研究の対象

　研究の主な対象は，管理会計技法である。たとえば，予算管理（Covaleski 
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and Dirsmith, 1988; Abernethy and Chua, 1996; Alam, 1997; Collier, 2001; Rau-

tiainen, 2010），業績評価（Brignall and Modell, 2000; Modell, 2001; Burns et 

al., 2003; Johansson and Baldvisdottir, 2003; Siti-Nabiha and Scapens, 2005; 

Rautiainen, 2010），ABC/ABM（Granlund and Lukka, 1998; Soin et al., 2002; 

Major and Hopper, 2005; Coad and Cullen, 2006）が多く取り上げられている。

その他にも，ERP（Granlund and Malmi, 2002），EVA（Burns et al., 2003），

BSC（Rutiainen, 2010），TQM（Sharma et al., 2010）を対象とした研究も存

在し，多くの管理会計技法の制度化に対して関心が向けられていることがわか

る。

　また，公的機関（自治体，大学，病院など）における特定の管理会計技法に

焦点を当てたものも多く，医療機関における会計システム（Covaleski et al., 

1993; Modell, 2001）やニュー・パブリック・マネジメント（Lapsley and Pal-

lot, 2000）に関する研究もある。なお，興味深い点として管理会計担当者の役

割に焦点を当てた研究（Granlund and Malmi, 2002; Burns and Badldvinsdot-

tir, 2005; Goretzki et al., 2013）もあり，管理会計技法そのものから管理会計技

法を利用する人の行為や役割についてまで幅広く関心が持たれていることがわ

かる。

2．2．理論の適用方法

　つづいて，制度論がどのように適用されているのかをみていく。多くの先行

研究で共通する点は，制度論的パースペクティブが「変化」を説明するために

用いられているということである。すなわち，管理会計の変化をその主眼に置

いている⑶。では，具体的に何がどのように変化しているのであろうか。結論

からいえば，管理会計技法の変化が組織構造や組織成員の行為，そして職務の

役割の変化を促すということである。ただし，Quattrone and Hopper（2001）

が述べているように，すべての変化を一方向的に説明することは困難であり，
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その変化は「漂流（drift）」しながら，複雑な変化プロセスを描くことになる。

というのも，変化を制度論では社会的文脈（規制，慣習，文化など）のなかに

組み込まれたものとして多様に解釈するからである。つまり，管理会計技法の

変化が，それが実践される社会的文脈のなかでどのように組織構造や人の行為

を変化させるのかを解明することを目的としている。その意味で，変化プロセ

スは制度化プロセス，もしくは両者を合わせた用語として制度的変化（institu-

tional change）のプロセスと理解されている⑷。

　この社会的文脈の設定が研究者によって多岐にわたる。組織内の文脈に主に

焦点を当てた研究では Burns and Scapens（2000）のフレームワークに理論的

基盤を求める（修正を含む）ものが多い（たとえば，Burns, 2000; Soin et al. 

2002; Burns et al., 2003; Johansson and Baldvinsdottier, 2003; Burns and Bald-

vinsdottir, 2005; Siti-Nabiha and Scapens, 2005; Coad and Cullen, 2006; Sharma 

et al. 2010; Quinn, 2013など）。Burnsと Scapensが提唱したフレームワークは，

後述するように旧制度派経済学（OIE）にその理論的基盤を求めると同時に，

Barley and Tolbert（1997）が示した制度と行為の関係性に着目し，それらを

媒介する要素としてルールとルーチンの概念を追加することによって制度化プ

ロセスのメカニズムを明らかにしようと試みている。このフレームワークを適

用することの目的は，管理会計技法の変化による組織内の制度化プロセスを

ルール，ルーチン，および行為という観点から解明することにある。

　それに対して，組織外の文脈に主に焦点を当てた研究はきわめて多い。それ

らの研究で採用されている理論は主に新制度派社会学（NIS）である（たとえ

ば，Covaleski and Dirsmith, 1988; Covaleski et al., 1993; Lapsley, 1994; Aber-

nethy and Chua, 1996; Alam, 1997; Granlund and Lukka, 1998; Brignall and 

Modell, 2000; Lapsley and Pallot, 2000; Collier, 2001; Modell, 2001; Granlund 

and Malmi, 2002; Major and Hopper, 2005; Siti-Nabiha and Scapens, 2005; 

Tsamenyi et al., 2006; Dambrin et al., 2007; Rautiainen, 2010など）。
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　これらの研究では，外在的な制度的プレッシャー（たとえば，業界の規制や

ルール）が組織の構造やコントロールにいかなる影響を与えているかを検証し

ている。なお，上記に分類されていない先行研究として，Goretzki et al.（2013）

がある。彼らは，行為者を介した制度化（actor-driven institutionalization）と

いう概念を採用し，管理会計担当者の役割変化を役割のアイデンティティの再

構築と役割の正当化によって解釈している。しかし，後述するように制度論的

パースペクティブを適用した管理会計研究の多くは，OIE を理論的根拠とし

た Burns and Scapens（2000）のフレームワークもしくは NIS のいずれかの影

響を強く受けているため，本稿ではこの２つの理論に焦点を当てていく⑸。

2．3．研究方法

　最も採用されている研究方法は，ケース・スタディである。とくに３年以上

におよぶ中長期的なケース・スタディが数多く存在する。リサーチ・サイトは

非営利組織（大学，病院，警察署，自治体など）から営利組織（化学，銀行，

コンサルティング，医薬品，通信，石油，衣料，電力，醸造など）まで多様で

ある。具体的な調査内容もインタビュー（公式と非公式），参与観察，内部資

料の閲覧，アーカイバルデータの利用など多岐にわたる。既に述べたように，

制度論では複雑な社会的文脈のなかで変化を解釈し説明するため，情報の信頼

性を増すためにあらゆる情報を採用する傾向にあるといえる。

３．管理会計研究で適用される制度論的パースペクティブの分類

　前節でみてきたように，管理会計研究では複数の制度論的パースペクティブ

が目的に応じて援用されてきた。そこで，本節では制度論の理論的基盤に焦点

を当てその特徴を整理する。制度論は，経済学，政治学，社会学で発展し，近

年では組織論へも大きな影響を与えており，制度論は多様な学派に識別されて

いる（Scott, 1995）。そのなかでも，管理会計研究において主に用いられてき
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理論は，「旧制度派経済学（OIE）」と「新制度派社会学（NIS）」である（Ribeiro 

and Scapens, 2006）。この２つのパースペクティブに共通していることは，変

化としての制度化をアウトプットとしてだけでなくプロセスとして捉えようと

試みている点である。つまり，制度化は組織において結果として表出される側

面がある一方，常に変化し続けるというプロセスとして理解される特性を備え

ている。この特徴は，制度論による解釈には中長期的なケース・スタディが実

施される傾向にあるという前節の考察からも理解できる。

　それに対して，両者の主な相違点について，OIE は特定の組織内における

変化に焦点を当てるという意味で「ミクロ」な視点であり，NISは組織のフィー

ルド（業界など）やセクターに焦点を当てることから「マクロ」な視点と位置

づけられる（Ribeiro and Scapens, 2006）。前節の表現を用いれば，OIE が主

に組織内部の文脈をとおして変化を解釈するのに対し，NIS は主に組織外部の

文脈をとおして変化を解釈すると理解できる。以下では，OIE と NIS を用い

た管理会計研究を別々に整理し，管理会計研究への貢献を検討する。

3．1．旧制度派経済学（OIE）の理論：Burns and Scapens（2000）を中心に

　Scapens（1994）は，管理会計実践を観察する見方として旧制度派経済学

（OIE）がひとつの有力な理論となる可能性を指摘している。Scapensによれば，

新制度派経済学が新古典派経済学をベースに取引コスト理論を用いて制度を個

人の合理的な行動の最大化の結果としてみなし経済的均衡に焦点があるのに対

して，OIE は新制度派経済学とは反対に制度そのものを分析単位としてみな

し，経済的変化に焦点を当てているという。このことから，管理会計実践のな

かで管理会計利用がどのように制度化されていくのかについて，OIE に依拠

することによってその変化プロセスを解明できると示唆したのである。これを

受けて，Burns and Scapens（2000）は OIE に基づく理論的フレームワークを

構築した。以下では，同フレームワークの理論的基盤を中心にその特徴につい
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てみていく。

　OIE で主に用いられる定義に基づけば，制度とは「ある思考や行為の方法

が普及し半永久的なものとなり，グループの習慣や人々の慣習のなかに組み込

まれたもの」（Burns and Scapens, 2000, p.5）である。つまり制度は「安定化

した思考や行為の習慣」（ibid., p.6）が生産や再生産を繰り返すなかで形成さ

れる。その一方で，「制度自体は人間の行為がルーチン化されるプロセスを通

じて進化する」（ibid., p.6）。そして，制度は「個々の行為者の行為を特徴づけ

て決定する自明視された前提」（ibid., p.8）を構築する。Burns と Scapens は，

行為が制度を形成し制度が行為を構造化するという二重性を制度化プロセスの

理論的基盤としている。制度化プロセスのフレームワークを示す前に，彼らが

最も影響を受けた Barley and Tolbert（1997）の行為と制度のモデルについて

取り上げる。

　Barley と Tolbert はその理論的背景として構造化理論と制度論の融合を図

り，両者は補完的関係にあるとしている。それを踏まえ，制度を「社会的行為

者の分類と適切な行為や関係性を認識する共有されたルールや象徴」（Barley 

and Tolbert, 1997, p.96）として定義している。彼らの理論はギデンズの構造

主義に影響を受け，行為と制度をつなぐ要素としてスクリプト（scripts）を採

用している。スクリプトとは「ある特定の状況において特徴的な，観察可能で

再帰的な行為や相互作用のパターン」（ibid., p.98）を指す。簡潔にいえば，行

為と制度はスクリプトを媒介にして相互作用を繰り返しながら制度化プロセス

を形成しているとみなすことができる（図表１を参照）。

　これに対して，Burns and Scapens（2000）は，スクリプトの代替として

「ルール」と「ルーチン」という概念を用い，行為と制度の相互作用について

説明を試みている。ルールとは，なされるべき公式的な方法を指し，ルーチン

とは，実際になされる方法を意味する。つまり，「ルールとは手続きを公式的

に文書化したものであり，ルーチンとは実際に用いられる手続き」（Burns 
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and Scapens, 2000, p.7）を指す。制度はルール，ルーチン，および行為を介し

た相互作用のなかで繰り返し再現され，自明視された前提を構築することにな

る（図表２を参照）。実際に管理会計の文脈で置き換えると，ルールが公式的

な管理会計技法であり，ルーチンは管理会計実践ということになる。管理会計

図表１　制度化の連続的モデル

（出典：Barley and Tolbert, 1997, p.101）

図表２　制度化のプロセス

（出典：Burns and Scapens, 2000, p.9）
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技法が導入もしくは変更によって何らかの変化が生じた場合，その管理会計技

法の利用が管理会計実践や組織成員による行為のなかで再現され，自明視され

た前提として制度化されていくのである。

　くわえて，Buns と Scapens は，制度的変化のプロセスではどのようにして

安定性が築かれるのかを理解するために，OIE をベースに３つの変化に関す

る視点を提示している。①公式的（formal）／非公式的（informal）変化，②

革新的（revolutionary）／進化的（evolutionary）変化，③後退的（regressive）

／進歩的（progressive）変化である（Burns and Scapens, 2000, pp.18-21）。公

式的変化は新しいルールの導入やパワーをもった個人もしくは集団の行為を通

じて生じ，非公式的変化は新たなルーチンなどにおいて暗黙的に生じる。なお，

この関係性は意図的（intentional）／非意図的（unintentional）変化と類似し

ている。革新的変化は既存のルーチンや制度が根本から崩壊することであり，

進化的変化は既存のルーチンや制度のマイナーチェンジによる漸次的な変化を

意味している。最後に，後退的変化は儀式的（ceremonial）行動（人を識別す

ることや政治的な力を保持すること）を重視し，進歩的変化は道具的（instru-

mental）行動（問題に対して最適な知識や技術を用いること）に価値を置い

ている。なお，後退的変化は進歩的変化と比較して，制度的変化を制限するこ

とも指摘されている。

3．2．旧制度派経済学（OIE）に基づく管理会計研究

　これまでみてきたように，Burns and Scapens（2000）のフレームワークで

は，制度と行為の間をルールとルーチンによって結びつけながら制度的変化を

説明することにその主眼がある。変化を理解することに対して，Soin et al.

（2002）は「ルーチンのなかや新たな行動パターンが繰り返されるなかで変化

を捉える」（p.254）ことを述べている。Burns と Scapens のフレームワークに

よって，変化の経路と変化のタイミングを両方解明することができるとしてい
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る。

　しかし，Burns and Scapens（2000）のフレームワークは彼ら自身も出発点

であるとしているように，その後の研究で補足や修正が試みられている。

Burns（2000）は，会計変化をダイナミックなプロセスを通じて，新しい会計

実践，ルーチン，制度，パワー，政治の相互作用を明らかにすることができる

と述べている。とくに政治的な側面が会計変化へ大きなインパクトを与えるこ

とを示唆している。また，Johansson and Baldvinsdottier（2003）は，信頼

（trust）概念を用いて制度の変化と安定性の説明を試みている。具体的には，

業績評価における会計ルーチンの変化は信頼の媒介者（trust carrier）による

貢献が重要な要因となることを指摘している。というのも，業績評価では会計

担当者を信頼することと会計数値を信頼することが不可欠であり，業績評価の

変更にはこの信頼を媒介する人の果たす役割が大きいと考えられるからである。

　くわえて，制度化プロセスに生じる可能性が高い「制度的対立（institutional 

contradiction）」（Seo and Creed, 2002）を解明しようとする研究もある。

Burns et al.（2003）は，４つのケース・スタディ（うち２つは変化に成功，

２つは変化に失敗）を用いて，制度化のプロセスを説明している。変化の成否

を握る鍵は組織内の自明視された前提にあるとし，新しい管理会計技法の導入

に際し既存の制度への理解や対応が十分でない場合は対立や抵抗を受けること

を示唆している。また，Burns and Baldvinsdottir（2005）は変化において生

じる対立に関心を持ち，Seo and Creed（2002）の制度的対立と制度的変化の

実践（praxis）という概念に着目し，管理会計担当者の役割の変化が制度的に

組み込まれたもの（institutional embeddedness）と変化していく行動との間

の調整によって導かれることを明らかにした。新旧の制度的対立によって制度

的変化の実践が生じる，可能になる，もしくは限定されるなどさまざまな影響

を与えるのである（Seo and Creed, 2002）。Burns と Baldvinsdottir は，管理

会計担当者がこれまでの役割から新たな役割へと移行する場合，新規の方法
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（戦略的目的とプロセス思考の構造をともなう役割）と古く制度的に組み込ま

れた慣習（従来の役割）とが対立し，それらを調整しながら変化するプロセス

を解明している。さらに，Sharma et al.（2010）は新たに TQM を組織に導入

する上で，古いルールとルーチンのなかに存在する制度的対立が「制度的アン

トレプレナー（institutional entrepreneur）」（Beckert, 1999）に影響を与え，

制度的変化を達成するために修正行動を導くことを明らかにしている。

　それに対して，ルールとルーチンの関係性に焦点を当て，ミクロプロセスを

さらに詳細に分析しようとする試みもある。たとえば，Quinn（2013）は，管

理会計変化におけるルールとルーチンの関係性を検討するにあたり，ルーチン

を指示的（ostensive）と行為遂行的（performative）な属性に区分し検証して

いる。前者は何をすべきかを意味し，後者はどのように行うかを指している。

管理会計の変化や安定性という制度化プロセスでは，ルールは考える始点を提

供しているにすぎず，ルーチンが制度化プロセスのなかに浸透していると指摘

している。

　OIE をベースとした Burns and Scapens（2000）のフレームワークが主に組

織内部を中心に焦点を当てていたのに対して，同フレームワークだけでなく次

節で述べる新制度派社会学（NIS）の理論を積極的に取り入れて分析を行う研

究もある。たとえば，Siti-Nabiha and Scapens（2005）は会計変化の安定性と

変化がどのように交差しながら制度化のプロセスを描くかを両理論を援用し明

らかにしている。彼らのケースでは，買収され子会社となった組織が親会社の

業績評価を新規に導入し，それに対して組織内でどのような抵抗と変化が生じ

たのかを考察するために，Burns and Scapens のフレームワークだけでなく

NIS の理論も併用しながら解釈を試みている。

　最後に，独自の視点として進化論の枠組みのなかで制度論を取り入れ，変化

を進化として捉える研究もある。Coad and Cullen（2006）は，組織内および

組織間のコストマネジメントの進化に焦点を当て，主として進化論を理論的根
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拠としながら，制度化，ケイパビリティ，学習と変化という概念を用いて，制

度化と行為を結びつける要素としてケイパビリティを位置づけている。また，

サプライチェーン間でルーチンの模倣を通じて，組織のドメインが他の組織の

ドメインからも影響を受けることを明らかにしている。

　以上のように，Burns and Scapens（2000）のフレームワークは諸研究によっ

て理論的修正が試みられ，またケース・スタディを用いた実証研究が蓄積され

てきた。いずれの研究でも，同フレームワークの基本的な枠組みである制度と

行為の相互作用のなかで制度化プロセスにおける変化と安定性を説明する視座

を内包していた。そのなかで，制度と行為をつなぐ要素がルールとルーチンを

前提とすればその関係性とはいかなるものか，その関係性に影響を与える諸要

因は何かを明らかにする研究が多くみられた。これらの諸研究の蓄積は，制度

的変化のプロセスにおいて社会的文脈に組み込まれたものを発見し，それらの

要素の関係性，さらに制度と行為の間への作用とその影響を解明してきたので

ある。したがって，Burns and Scapens（2000）のフレームワークは，管理会

計の変化と安定性を明らかにするという目的に対して，制度と行為という枠組

みの中で管理会計が社会的文脈の諸要素からいかなる影響を受け，そして諸要

素との関係性のなかで管理会計の利用がどのように制度化されていくかを明ら

かにする基本的な分析視座を提供する役割を果たしているといえる。

3．3．新制度派社会学（NIS）の理論

　新制度派社会学（NIS）は，Meyer and Rowan（1977）をその原点としてい

る（佐藤・山田，2004, p.184）。Meyer と Rowan は，組織を取り巻く制度的環

境が組織の公式的な構造の決定要因となり，組織が生み出す制度的ルールが神

話として機能するとしている。制度的ルールとは社会の中に組み込まれた象徴

や相互作用を指し，単に自明視されているか場合によっては世論や法律によっ

て支持されている（Meyer and Rowan, 1977, p.341）。つまり，組織の構造は



486 早稲田商学第 438 号

700

この制度的ルールを内包した制度的環境のもとで儀式的に構築されることを示

唆している。この解釈はこれまで組織の技術的環境（生産活動やその他の業務）

に適合した組織構造こそが合理的であるとしていた効率的な組織形態に対して

別の説明を提示している（佐藤・山田，2004, pp.183-195）。公式的な組織構造

が効率性を具現しているという説明とは異なり，制度的環境による影響に焦点

を当てたことによって組織構造の新たな説明が可能となったのである。

　組織は「精巧な制度的環境の台頭によって外的および内的組織関係が安定化

する」（Meyer and Rowan, 1977, p.351）。制度的環境が組織構造の安定化をも

たらす場合，制度的環境によって組織同士が類似してくる。これを「制度的同

型性（institutional isomorphism）」（Meyer and Rowan, 1977）という。Dimaggio 

and Powell（1983）は同型性を３つのタイプに分類し，強制的同型性（coercive 

isomorphism），模倣的同型性（mimetic isomorphism），規範的同型性（norma-

tive isomorphism）と呼称している。強制的同型性は組織に影響を与えるプ

レッシャーであり，他の組織によるものや社会における文化的期待によるもの

などがある。たとえば，政府が規制の水準を上げ組織がそれに従う場合などで

ある。模倣的同型性は不確実性などが引き金となり他の組織を真似ることをい

う。たとえば，組織の経営管理システムが不十分である場合に他の組織のシス

テムをモデルとして模倣することが該当する。最後に，規範的同型性は専門化

（professionalization）に由来し，公式的な教育や正当性および専門化ネット

ワークの拡大と洗練が重要となる。たとえば，大学もしくは専門家による教育

や訓練などで提供される規範的モデルがあげられる。以上のように，NIS では

制度的環境のなかで組織はさまざまな影響を受けながら同型化すると理解され

ている。

3．4．新制度派社会学（NIS）に基づく管理会計研究

　NIS を適用した先行研究では OIE をベースにした場合と異なり，管理会計
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研究における特定の理論的フレームワークは存在しない。NIS を適用した管理

会計研究に共通していることは，制度的環境に対して組織がどのような対応を

とるかを明らかにすることである。研究のタイプとしては，分析レベルによっ

て分類することができる。特定もしくは不特定の業界を対象にした管理会計技

法の普及（組織間の同型性と解釈）に関するマクロ的分析，類似の状況下にあ

る複数の組織間の比較分析，そしてある単独の組織の個別分析である。

　はじめに，特定の業界を対象にしたマクロ的分析として医療業界における医

療会計システムの制度化（Covaleski et al. 1993），パブリックセクターにおけ

る多元的業績評価の制度化（Brignall and Modell, 2000）があり，また不特定

の業界を対象にしたマクロ的分析として予算管理の制度化（Abernethy and 

Chua, 1996），ABC の制度化（Granlund and Lukka, 1998），ERP と管理会計

担当者の役割の制度化（Granlund and Malmi, 2002）がある。Abernethy and 

Chua（1996）は，さらに制度的環境によって組織は戦略的対応に迫られ

（Oliver, 1991），マネジメント・コントロール・システムの設計にも影響を与

えることを明らかにしている。興味深い点として，Covaleski ほか，Aber-

nethy と Chua，Granlund と Lukka の研究は制度的環境の影響が調査対象の制

度的変化を説明することに有用であるとしているのに対し，Granlund と

Malmi の研究ではその有用性は必ずしも高くはないと結論づけられているこ

とである⑹。その理由について Granlund and Malumi（2002）は，管理会計技

法は「完全無欠（perfect）」ではなく，ERP システムの導入が従来の業務を大

きく変更するには至らなかったとしている（p.313）。このことから，管理会計

技法の有用性が制度的環境の影響力に何らかの影響を与えることが考えられる。

　つぎに，同じような状況下にある複数の組織を対象にした比較分析として国

有企業２社の予算管理の制度化（Alam, 1997），４つの自治体（各２自治体が

類似の状況）のニュー・パブリック・マネジメントの制度化（Lapley and Pal-

lot, 2000），２つの自治体の業績評価の制度化（Rautiainen, 2010）の研究があ
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る。共通した結論として，類似の状況下にあっても制度的環境に対する組織の

対応は多様化しているということがあげられる。これは，制度的環境の影響を

解釈するうえで，組織を取り巻く社会的文脈の多様性に依存するからである。

たとえ同じような状況下で同一の管理会計技法を採用していても，組織ごとで

慣習や組織文化といった社会的文脈が異なれば，当然その制度化プロセスの解

釈も異なるのである。

　つづいて，ある単独の組織における管理会計技法の制度化に関してシング

ル・ケース・スタディを用いた個別分析である。具体的には，大学における予

算管理の制度化（Covaleski and Dirsmith, 1988），保険機関における責任会計

の制度化（Lapsley, 1994），警察署における予算管理の制度化（Collier, 

2001），医療機関における業績評価の制度化（Modell, 2001），通信会社におけ

るABCの制度化（Major and Hopper, 2005），石油精製会社におけるバリュー・

ベースト・マネジメントを用いた業績評価の制度化（Siti-Nabiha and Scapens, 

2005），電力会社における会計情報システムの制度化（Tsamenyi et al., 

2006），医薬品関連子会社のマネジメント・コントロール・システムの制度化

（Dambrin et al., 2007）である。これらの研究の特徴は，新たな管理会計技法

の導入に対して制度的環境が外的プレッシャーとして組織に影響を与え，組織

の内部ではいかなる対応を起こしているのかを各ケース個別の社会的文脈に

従って解釈を試みていることにある。

　以上の先行研究のレビューから，NIS の理論を共通して適用しながらも多様

な解釈がみられた。では，NIS が主張する制度的環境による同型性を管理会計

研究ではどのように考えればよいのだろうか。結論からいえば，管理会計技法

の制度化について表層的レベルと深層的レベルによってその解釈に差が出てく

ると考えられる。管理会計技法の普及に関するマクロ的分析では，導入組織間

での制度化を組織の表層的レベルで捉える傾向にある。すなわち，研究対象と

する管理会計技法の利用有無を確認し，その事実が制度的環境の影響を受けど
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のような経緯で生成したのかを解明するのである。このことから，表層的レベ

ルでの解釈は，管理会計利用という事実に目が向けられ，同一の制度的環境下

で複数の組織によって利用されていることが発見されれば，管理会計技法の同

型性が示されることになる。

　それに対して，複数の組織間の比較分析や単独の組織の個別分析では，導入

組織間での管理会計技法の制度化を各組織の深層レベルにまで踏み込んで考察

する。その際，制度的環境による影響が各組織に固有な社会的文脈のなかで解

釈するよう配慮されるのである。したがって，複数の組織間での管理会計技法

の比較分析では，同型性の発見ではなく，むしろ同様な制度的環境下で同一の

管理会計技法を導入していても多様な制度化プロセスを観察することに主眼が

あり，単独の組織における個別分析では一層その傾向が強まるのである。

　最後に，OIEを理論的根拠としたBurns and Scapens（2000）のフレームワー

クと NIS の併用可能性⑺について検討する。前述したように，双方の理論を積

極的に併用している研究として Siti-Nabiha and Scapens（2005）がある。彼ら

は，新しい業績評価の導入というケース・スタディのなかで，制度的環境から

の影響に対して組織がどのような行動をとるかという点において NIS で解釈

し，さらに組織内部での制度的変化を Burns and Scapens（2000）のフレーム

ワークを用いて説明しよう試みている。OIE と NIS はその理論的背景が異な

ることは既に述べたが，この両者を併用することに問題はないのだろうか。と

くに，Siti-Nabiha and Scapens（2005）が主張するように Burns と Scapens の

フレームワークに外在的な制度的環境の視点が欠けているという理由で NIS

の理論が補完的役割を果たすといえるのだろうか。

　確かに，Burns and Scapens（2000）は同フレームワークには十分な外在的

な制度的側面を考慮できていない（p.22）と認めているが，NIS によってその

点をカバーすることは解釈をかえって混乱させる危険性もある。とくにフレー

ムワークのなかでは，制度と行為の間をルールやルーチンによってつながりを
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説明することに主眼がある。もちろん，フレームワークを構成する要素が外部

の制度的環境に影響を受けることは十分に考えられるが，ルール，ルーチン，

行為というレベルにまでその影響を考察し信頼性の高い説明を提供することは

極めて困難である。NIS を適用した先行研究でも深層レベルにまで分析対象が

入り込んでいたが，そのレベルと Burns と Scapens のフレームワークでいう

組織内のレベルでは圧倒的に後者のほうが行為まで分析対象としている点で

「ミクロ」である。このことは，同フレームワークを採用している研究で研究

方法が「ミクロプロセス」（たとえば，Soin et al., 2002; Sharma et al., 2010など）

と呼称されていることからも分かる。ただし，本稿の主張は決して併用を否定

するものではない。併用の際の混乱をあらかじめ回避するために，どのレベル

まで何の理論によって明らかにしようとするのかを言明する措置の必要性と，

理論ごとの考察でその説明が非常に長く複雑なものになる可能性を予め考慮す

ることが重要であると考える。

４．管理会計の制度化と正当化

　最後に残された論点として，管理会計技法の制度化プロセスにおける管理会

計利用の正当化について論じる。制度的変化のなかで，管理会計技法が自明視

されるということが正当化という概念によってどのような説明が可能なのかを

検討することは，本研究の目的にも合致するからである。

　「正当性（legitimacy）／正当化（legitimization）」という概念は，マックス・

ウェーバーが社会学者として最初に明示したといわれている（Scott, 2014）。

その定義について Suchman（1995）は「正当性とは，ある実体の行為が社会

的に構造化された規範，価値，信念，定義というシステムのなかで，望ましい，

好意的もしくは適切であるという一般的な認識あるいは前提を意味する」

（p.574）と述べている。Suchman は正当性概念について先行研究を丹念にレ

ビューし，大きく３つの構成概念を抽出している。実践的（pragmatic）正当性，
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倫理的（moral）正当性および認知的（cognitive）正当性である。実践的正当

性は，組織に直接関わってくる人々の利己的な計算（打算）に依存している。

倫理的正当性は，組織や行為の肯定的で規範的な評価を反映している。認知的

正当性は，自明視された文化的価値に基づいて必要もしくは不可避的なものと

して組織に受け入れられる。各正当性の特徴は，実践的正当性が個人の利益に

よって導かれるのに対して，倫理的正当性は社会的な規範を表し，認知的正当

性は自明視された組織の文化的側面から形成されるといえる。

　それに対して，Scott（2014）は，規制的支柱（regulative pillar），規範的支

柱（normative pillar），文化認知的支柱（cultural-cognitive pillar）が正当性の

基盤を提供する（p.74）と述べている。Scott によれば，「制度とは，規制的，

規範的，文化認知的要素から構成され，関連性のある活動と資源を伴って，社

会に安定性と意味をもたらす」（2014, p.56）ことから，各支柱は制度を構成す

る要素であると同時に正当性の基盤をも成すという⑻。規制的支柱はルールへ

の準拠によって，規範的支柱は正当性を評価するための倫理的基盤の提供に

よって，文化認知的支柱は条件，関連体系，個人の役割や組織の構造などに関

する共通の定義に従うことによって組織の正当化（legitimization）を生成する。

　Scott は Suchman が示した正当性の定義を引用しながらも，正当性の基盤

となる３つの支柱に目を向けることによって，Suchman と異なったアプロー

チによって正当性を多角的に捉えようとしていることがわかる。両者の分析視

角は社会的規範と組織文化を含んでいる点で共通している。しかし，両者の相

違点は Suchman が個人の利益を取り上げているのに対し，Scott は規制（社

会的なルールや業界の決まりなど）に着目していることがあげられる。管理会

計技法の制度化では，個人の利益という視点よりも規制（特定の業界や組織間

で用いられる管理会計システムなど）の視点を取り入れることが，分析視座と

しての有用性も高いといえる。また，規制をはじめとした制度的環境は NIS

を適用した管理会計研究でもみられたように，表層的レベルから深層的レベル
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にまで影響を及ぼす。そこで，Scott の３つの支柱に依拠することによって，

制度的環境の影響を幅広いレベルで解明していくことができると考えられる⑼。

　では，Scott の３つの支柱に依拠し，管理会計利用の正当性もしくは正当化

をどのように解釈することが可能であろうか。Scott が示す規制的，規範的，

文化認知的支柱で生成される正当性には特徴がみられる。はじめに，規制的支

柱では，対象とする組織がいかなる権限の範囲で拘束されているのか，法律や

規制の施行は強制力があるのかどうかなどを明らかにすることがあげられる

（Scott, 2014, p.191）。たとえば，制度的環境のなかで業界のルールや規制の変

更によって，組織は否応なしに従わざるをえない場合がある。Dimaggio and 

Powell（1983）は強制的プレッシャーと表現しているが，まさに組織が半ば強

制的に従う状況を指している。NIS ではマクロ的視点に傾斜する傾向にある

（佐藤・山田，2004, p.240）が，すでに述べたように管理会計研究では，管理

会計技法やその利用の変化を通じて制度的環境が組織のより深層的レベルへ及

ぼす影響を明らかにしてきている。たとえば，買収された企業が親会社の会計

情報システムを強制的に導入する事例（Tsamenyi et al. 2006）では，パワー

のある組織がそれに従う組織に対して管理会計技法とその利用に対して同型化

するプレッシャーを与えていることを明らかにしている。その場合，後者の組

織における管理会計利用の正当化は規制的支柱から解釈することが可能である

と考えられる。

　つぎに，規範的支柱では，専門機関による証明や認可，公共メディアによる

意見，学校や規制機関のような組織による支持などの存在を明らかにすること

があげられる（Scott, 2014, p.191）。たとえば，TQM を導入する際に大学関係

者をコンサルタントとして，また国の機関から品質管理の推進役として組織に

招き，TQM の制度化を描出する事例（Sharma et al., 2010）がある。Sharma

らの研究では当初は制度的対立が生じていたが，信用力のある外部組織の存在

により，組織のなかで次第に TQM 利用が正当化されていくことが解明されて
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いる。彼らの発見事項について規範的支柱から解釈することが可能であるとい

える。

　最後に，文化認知的支柱では，システムの意味づけやイデオロギーの正当化

における変化を測定するためにアーカイバルデータを利用することがあげられ

る（Scott, 2014, p.190）。たとえば，Quinn（2013）は100年以上に及ぶ組織のアー

カイバルデータをもとに，管理会計利用の制度的変化にともないルールとルー

チンがどのように変化したのかを明らかにしている。具体的な資料は，会計帳

簿および取締役会の議事録と報告書であり，信頼性の高い情報に基づきルーチ

ンにおける会計情報の利用を深く調査している。これによって，利用されてい

る会計情報の意味づけの変化を解明することができ，文化認知的支柱から解釈

することが可能である。

５．結論と課題

　本研究は，制度論的パースペクティブに基づく管理会計研究の可能性を明ら

かにするために，管理会計分野を主とした先行研究をレビューした。管理会計

研究で主に採用されてきた制度論の理論的基盤は，旧制度派経済学（OIE）を

ベースとした Burns and Scapens（2000）のフレームワークと新制度派社会学

（NIS）が主要なものであった。前者は組織内の制度と行為のつながりを解明

するためのミクロ的分析という特徴を有しているのに対し，後者は制度的環境

による組織の同型性を解釈するためのマクロ的分析（表層レベルから深層レベ

ルまでの影響を含む）という特徴を有している。

　では，改めて管理会計研究に制度論的パースペクティブを適用する意義はど

こにあるのだろうか。冒頭でも触れたように管理会計の変化を研究する上で

は，制度論をとくに適用していない諸研究も複数存在する。しかし，行為者が

変化に対してどのような行動をとるかをより現実に即して解釈するには，社会

的文脈に組み込まれたものとして理解する必要があり，そのためには理論的基
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盤に基づく解釈が求められる。それに対して，制度論的パースペクティブを採

用した研究は，変化を制度化プロセスとしてみなし社会的文脈に組み込まれた

ものとして解釈しようと試みている。したがって，管理会計の変化を研究する

上で制度論的パースペクティブは単なる変化プロセスの記述ではなく，社会的

文脈に組み込まれた変化と行為者の対応を描出するための方法論を提供してお

り，この点に意義を見いだすことができる⑽。

　結論として，管理会計研究で制度論的パースペクティブを採用することは，

援用する理論的基盤や分析レベルに応じて社会的文脈に根ざした多様な解釈が

可能となるという貢献が期待できる。適切な理論に基づき解釈の信頼性

（authenticity）および妥当性（plausibility）を高めることが重要であるが

（Lukka and Modell, 2010），安易な理論の適用はそれらを損なう危険性がある。

社会的文脈を分析対象とすることは曖昧模糊とした現実を描出することであ

り，研究者による解釈の恣意性を強めてしまうことも危惧される。多様な解釈

の信頼性および妥当性を高めるために，採用した制度論の特性に基づいて理論

的基盤の背景や特徴を十分に理解した上で研究対象を分析することが重要とな

る。

　課題として，制度論的パースペクティブに基づく管理会計研究が管理会計へ

の貢献をどの程度志向しているのかという問題がある。本稿で取り上げた先行

研究の多くは管理会計分野の学術誌に掲載された論文であるが，その貢献が制

度論への理論的貢献を志向している含みがあることも否定できない。管理会計

研究者が制度論を採用する場合，管理会計への貢献を第一とすれば，どのよう

な点に配慮する必要があるのだろうか。考えられるひとつの姿勢として，制度

的環境において管理会計の制度化を解釈する上で，より管理会計技法の仕組み

（会計情報の収集・測定・評価のメカニズムなど）に焦点を当てることが求め

られるといえる。

　また，個別の研究課題として，制度的アントレプレナー（Beckert, 1999），
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制度的対立（Seo and Creed, 2002），カップリング概念（Weick, 1976）などの

検証があげられる。制度的アントレプレナーに関する研究について，本稿では

Sharma et al.（2010）をあげた。制度化プロセスにおいて制度化を媒介する人

（carrier）が制度化そのものに大きな影響を与えることが考えられることから，

管理会計の制度化に制度的アントレプレナーがどのような影響を与えるかを明

らかにすることが求められる。

　制度的対立について，Burns et al.（2003）やBurns and Baldvinsdottir（2005）

を取り上げレビューした。先行研究では，旧制度と新制度の対立に焦点が当て

られていたが，組織に存在する複数の制度間の対立などについても考察してい

く必要がある。複数の管理会計技法を利用している場合に生じうる制度的対立

や財務会計システムと管理会計システムとの間に生じる制度的対立などの問題

も重要な検討課題である。

　最後に，本稿の先行研究では触れなかったがカップリング概念の解釈につい

ても課題がある。カップリング（coupling）は独立したある要素と別の要素の

結びつきを示した用語であり（Weick, 1976），結びつきの強い程度の順に，タ

イト（tight）カップリング，ルース（loose）カップリング，ディ（de）カッ

プリングと呼称される。たとえば，制度化プロセスの中でルールとしての管理

会計がルーチンとどのようなカップリング状態にあるかを解明する研究

（Lukka, 2007; Lautiainen, 2010など）が存在する。カップリングの程度は極め

て曖昧であり概念の精緻化を図っていくことが第一に求められるが，管理会計

研究では制度的環境に対して管理会計技法がどの程度カップリングであるかを

検討することが期待される。
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⑸　吉田（2012, pp.25-26）でもその点について若干触れている。
⑹　なお，Brignall and Modell（2000）は仮説構築を目的とした研究であり，制度論の有用性まで

は検証されていない。
⑺　Scott（2014）は旧制度派経済学（OIE）の特徴は，新制度派経済学に対してよりも新制度派

社会学（NIS）に親和性があると指摘している。
⑻　なお，Scott（2014）はScott（1995）の最新版（第４版）であり，制度の定義について初版（1995）

では本文の定義と含めて複数の要件とともに併記されているが，第２版（2001）以降，第３版
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織

の
ミ

ク
ロ

プ
ロ

セ
ス

を
解

明
す

る
。

Bu
rn

s 
et
 a
l. 

（
20

03
）

Pa
pe

r 
Bo

ok
 

pu
bl
ish

ed
 

by
 C

IM
A

EV
A
，

業
績

評
価

な
ど

O
IE
（

B
ur

ns
 a

nd
 

Sc
ap

en
s （

20
00
）

に
基

づ
く
）

変
化
（

革
新

的
・

進
化

的
），

抵
抗

ケ
ー

ス
①

3年
間
，

英
国
，

小
売

業
（

EV
A
）；

ケ
ー

ス
②

5年
間
，

英
国
，

化
学
（

会
計

技
法
）；

ケ
ー

ス
③

イ
タ

リ
ア
，

GE
に

よ
る

買
収
（

業
績

評
価
）；

ケ
ー

ス
④

多
国

籍
，

製
造

業
（

会
計

情
報

シ
ス

テ
ム
）

Bu
rn

s 
an

d 
Sc

ap
en

sの
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

を
ベ

ー
ス

に
管

理
会

計
変

化
研

究
に

関
す

る
ケ

ー
ス
・

ス
タ

デ
ィ

を
整

理
す

る
。

4つ
の

ケ
ー

ス
の

う
ち
，

ケ
ー

ス
①

と
②

は
変

化
へ

の
失

敗
事

例
で

あ
り
，

変
化

へ
の

抵
抗

な
ど

が
主

な
理

由
。

ケ
ー

ス
③

と
④

は
成

功
事

例
で

あ
り
，

③
は

革
新

的
（

re
vo

lu
tio

na
ry
）

変
化

で
あ

り
④

は
進

化
的
（

ev
ol
ut

io
na

ry
）

変
化

を
遂

げ
て

い
る

こ
と

を
解

明
す

る
。

Jo
ha

ns
so

n 
an

d 
Ba

ld
vi
ns

-
do

tti
r（

20
03
）

M
A
R

業
績

評
価

O
IE
，

制
度

化
プ

ロ
セ

ス
（

Bu
rn

s 
an

d 
Sc

ap
en

s（
20

00
）

を
修

正
，

組
織

の
原

理
原

則
を

ル
ー

ル
と

ル
ー

チ
ン

に
コ

ー
ド

化
，

行
為

の
規

定
，

再
生

産
，

制
度

化
）

会
計

ル
ー

チ
ン
，

信
頼
，

ト
ラ

ス
ト

キ
ャ

リ
ア

ー
（

信
頼

の
媒

介
者
）

長
期

的
ケ

ー
ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
４

年
間

（
ス

ウ
ェ

ー
デ

ン
，

２
社
：

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

企
業
・

製
造

企
業
）

制
度

化
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
，

信
頼

の
役

割
を

説
明

す
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る
。

行
為

の
規

定
は
，

信
頼
，

透
明

性
，

実
現
，

相
互

依
存

の
プ

ロ
セ

ス
に

よ
っ

て
構

成
さ

れ
る
。

会
計

ル
ー

チ
ン

は
信

頼
の

媒
介

者
に

よ
る

貢
献

な
く

し
て

変
化

し
得

な
い
。

情
報

が
業

績
評

価
の

た
め

に
用

い
ら

れ
る

な
ら

ば
，

会
計

人
お

よ
び

会
計

数
値

へ
の

信
頼

が
必

要
で

あ
る
。
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Bu
rn

s 
an

d 
Ba

ld
vi
ns

-
do

tti
r（

20
05
）

E
A
R

管
理

会
計

担
当

者
の

役
割
（

新
た

な
チ

ー
ム
／

プ
ロ

セ
ス

志
向
：
ハ

イ
ブ

リ
ッ

ド
）

O
IE
（

B
ur

ns
 a

nd
 

Sc
ap

en
s （

20
00
）

に
基

づ
く
）

制
度

的
対

立
と

慣
習

（
Se

o 
an

d 
C
re

ed
, 

20
02

に
基

づ
く
）

長
期

的
ケ

ー
ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
５

年
間

（
英

国
，

多
国

籍
医

薬
品

企
業
）

Se
o 

an
d 

Cr
ee

d（
20

02
）

の
制

度
的

対
立

と
慣

習
の

関
係

に
つ

い
て
，

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ

を
用

い
て

検
証
。

役
割

の
変

化
は
，

制
度

に
組

み
込

ま
れ

た
も

の
と

行
動

の
変

化
と

の
関

係
性

を
調

和
さ

せ
る

こ
と
，

ま
た

よ
り

包
括

的
な

制
度

的
変

化
の

視
点

を
用

い
る

こ
と

で
解

釈
で

き
る
。

M
aj
or

 a
nd

 
H
op

pe
r

（
20

05
）

M
A
R

A
BC

N
IS
，

労
働

プ
ロ

セ
ス

理
論

同
意
，

抵
抗

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
１

年
間
（

ポ
ル

ト
ガ

ル
，

通
信

サ
ー

ビ
ス

会
社
）

ケ
ー

ス
で

は
A
BC

の
導

入
に

対
し

て
，

製
造

部
門

以
外

で
は

成
功

し
た

が
，

製
造

部
門

の
エ

ン
ジ

ニ
ア

は
抵

抗
を

み
せ

た
。

そ
の

理
由

と
し

て
，

目
的

に
対

す
る

コ
ン

セ
ン

サ
ス

が
得

ら
れ

な
か

っ
た

こ
と

に
あ

る
。

製
造

部
門

の
従

業
員

の
特

徴
と

し
て
，

物
量

志
向
，

製
造

と
し

て
の

立
場
，

専
門

間
の

対
立
，

自
己

意
識

の
高

さ
が

あ
げ

ら
れ

る
。

A
BC

の
導

入
は

業
務

レ
ベ

ル
，

全
社

レ
ベ

ル
で

多
様

で
あ

り
，

労
使

関
係

や
労

働
者

の
抵

抗
が

主
要

な
問

題
と

な
る
。

Si
ti-

N
ab

ih
a 

an
d 

Sc
ap

en
s

（
20

05
）

A
A
A

バ
リ

ュ
ー
・

ベ
ー

ス
ト
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
用

い
た

業
績

評
価

（
新

し
い

K
PI

の
導

入
）

O
IE
（

B
un

s 
an

d 
Sc

ap
en

s,
 2

00
1に

基
づ

く
），

新
制

度
派

理
論
，

プ
ロ

セ
ス
・

ア
プ

ロ
ー

チ

安
定
，

変
化
，

正
当

性
，

デ
ィ

カ
ッ

プ
リ

ン
グ

長
期

的
な

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
５

年
間

（
東

南
ア

ジ
ア
，

石
油

精
製

会
社
）

Bu
rn

s 
an

d 
Sc

ap
en

sの
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

に
外

部
の

制
度

に
よ

る
影

響
を

加
味

し
て

考
察

し
た
。

既
存

の
制

度
の

製
品

志
向

と
新

た
に

導
入

し
た

V
BM

の
財

務
志

向
が

相
反

す
る

も
の

で
あ

り
，

新
制

度
の

表
面

的
な

安
定

化
の

た
め

に
V
BM

は
儀

式
的

に
利

用
さ

れ
た
（

ま
た
，

新
し

い
K
PI

と
業

務
レ

ベ
ル

の
活

動
は

デ
ィ

カ
ッ

プ
リ

ン
グ

の
状

態
で

あ
っ

た
）。

し
か

し
，

こ
の

安
定

性
こ

そ
が
，

業
績

評
価

の
中

で
新

た
な

K
PI

利
用

を
促

し
，

戦
略

計
画

と
日

常
業

務
を

統
合

し
，

制
度

の
変

化
を

容
易

に
さ

せ
る

も
の

と
な

っ
た
。
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Co
ad

 a
nd

 
Cu

lle
n

（
20

06
）

M
A
R

組
織

内
お

よ
び

組
織

間
コ

ス
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
（

活
動

基
準

原
価

管
理
：

A
BC

M
，

BP
R）

進
化

論
，

O
IE

（
Bu

rn
s 
an

d 
Sc

ap
-

en
s （

20
00
）

を
修

正
）

制
度

化
，

ケ
イ

パ
ビ

リ
テ

ィ
（

ル
ー

ル
や

ル
ー

チ
ン
），

行
為
，

学
習

と
変

化

長
期

的
ケ

ー
ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
５

年
間

（
英

国
，

学
校

制
服

専
門

店
）

組
織

内
お

よ
び

組
織

間
コ

ス
ト

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
進

化
に

つ
い

て
，

制
度

化
，

ケ
イ

パ
ビ

リ
テ

ィ
，

学
習

と
変

化
と

い
う

概
念

を
用

い
て

解
釈

し
，

進
化

は
組

織
内

か
ら

組
織

間
（

ま
た

は
逆

方
向
）

へ
発

展
し

て
い

く
こ

と
を

明
ら

か
に

す
る
。

T
sa

m
en

yi
 

et
 a
l. （

20
06
）

M
A
R

会
計

お
よ

び
財

務
情

報
シ

ス
テ

ム
N
IS

市
場

の
圧

力
，

組
織

内
の

パ
ワ

ー

長
期

的
ケ

ー
ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
７

年
間

（
ス

ペ
イ

ン
，

電
力

会
社
）

規
制

緩
和

に
と

も
な

い
買

収
さ

れ
た

電
力

会
社

が
親

会
社

に
よ

っ
て

会
計

お
よ

び
財

務
情

報
シ

ス
テ

ム
を

ど
の

よ
う

に
変

化
さ

せ
て

い
る

か
を

調
査
。

制
度

的
環

境
（

制
度

的
プ

レ
ッ

シ
ャ

ー
）

は
市

場
の

圧
力

と
組

織
内

の
パ

ワ
ー

が
相

互
作

用
し

て
い

た
。

こ
れ

ら
の

作
用

が
会

計
お

よ
び

財
務

情
報

シ
ス

テ
ム

の
統

合
に

ど
の

よ
う

な
影

響
を

与
え

る
か

を
提

示
す

る
。

D
am

br
in
 e
t 

al
.（

20
07
）

M
A
R

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
・

コ
ン

ト
ロ

ー
ル
・

シ
ス

テ
ム

N
IS
，

制
度

化
プ

ロ
セ

ス
：

理
念
（

id
e-

al
s）
，

デ
ィ

ス
コ

ー
ス
，

技
法
（

te
ch

-
ni
qu

es
），

内
部

化
（

in
te
rn

al
isa

tio
n）

デ
ィ

ス
コ

ー
ス
（

言
説
，

談
話
），

デ
ィ

カ
ッ

プ
リ

ン
グ

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ

（
フ

ラ
ン

ス
，

医
薬

品
研

究
所

の
子

会
社
）

制
度

化
は

理
念
，

デ
ィ

ス
コ

ー
ス
，

技
法

が
一

致
し

て
は

じ
め

て
成

り
立

つ
。

こ
れ

ら
が

不
一

致
の

場
合
，

デ
ィ

カ
ッ

プ
リ

ン
グ

と
み

な
さ

れ
る
。

不
明

瞭
な

理
念
，

矛
盾

す
る

技
法

は
組

織
に

お
い

て
新

た
な

制
度

的
ロ

ジ
ッ

ク
を

実
行

し
内

部
化

す
る

こ
と

を
容

易
に

す
る
。

す
な

わ
ち
，

変
化

は
矛

盾
す

る
理

念
や

技
法

を
構

築
す

る
。

Ra
ut

ia
in
en

 
（

20
10
）

A
A
A

業
績

評
価
（

予
算

管
理
，

ER
P，

BS
C）

N
IS
（

強
制

的
・

規
範

的
・

模
倣

的
プ

レ
ッ

シ
ャ

ー
）

正
当

性
，

制
度

的
プ

レ
ッ

シ
ャ

ー
，

ル
ー

ル
と

ル
ー

チ
ン

の
カ

ッ
プ

リ
ン

グ

比
較

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
１

年
間

（
フ

ィ
ン

ラ
ン

ド
の

２
つ

の
東

西
都

市
）

組
織

に
存

在
す

る
多

様
な

制
度

的
プ

レ
ッ

シ
ャ

ー
が
，

組
織

内
に

存
在

す
る

複
数

の
正

当
性

の
間

に
相

反
を

も
た

ら
す

可
能

性
を

指
摘

す
る
。

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ

か
ら
，

規
範

的
プ

レ
ッ

シ
ャ

ー
に

対
し

て
意

思
決

定
者

の
間

に
正

当
性

の
相

反
が

あ
る

場
合
，

ル
ー

ル
と

ル
ー

チ
ン

の
間

に
デ

ィ
カ

ッ
プ

リ
ン

グ
を

生
じ

さ
せ

る
こ

と
を

発
見

す
る
。
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Sh
ar

m
a 
et
 

al
.（

20
10
）

M
A
R

T
Q
M
（

民
営

化
の

な
か

で
新

し
い

M
CS

と
し

て
導

入
）

O
IE
（

B
ur

ns
 a

nd
 

Sc
ap

en
s （

20
00
）

を
修

正
），

制
度

的
対

立
（

Se
o 

an
d 

Cr
ee

d （
20

02
）

に
基

づ
く
），

ア
ン

ト
レ

プ
レ

ナ
ー
，

不
確

実
性
（

既
存

制
度

か
ら

の
変

化
え

に
よ

る
），

マ
ネ

ジ
ャ

ー
の

関
係

性
（

Be
ck

er
t（

19
99
）

に
基

づ
く
）

制
度

的
対

立
，

制
度

ア
ン

ト
レ

プ
レ

ナ
ー

長
期

的
ケ

ー
ス
・

ス
タ

デ
ィ
：
６

年
間

（
フ

ィ
ジ

ー
，

通
信

企
業
）

組
織

成
員

に
よ

る
T
Q
M

実
践

の
規

定
と

再
生

産
が

T
Q
M

の
ル

ー
チ

ン
化
（

慣
習

化
）

を
生

む
。

制
度

的
対

立
は

変
化

プ
ロ

セ
ス

の
な

か
で

手
段

的
役

割
を

果
た

す
。

制
度

的
対

立
の

影
響

を
受

け
て
，

事
前

に
組

み
込

ま
れ

た
チ

ェ
ン

ジ
エ

ー
ジ

ェ
ン

ト
は
（

制
度

ア
ン

ト
レ

プ
レ

ナ
ー

と
し

て
）

制
度

的
変

化
を

達
成

す
る

た
め

に
修

正
行

動
を

と
る
。

ケ
ー

ス
組

織
の

ミ
ク

ロ
プ

ロ
セ

ス
を

解
明

す
る
。

Go
re

tz
ki
 e
t 

al
.（

20
13
）

M
A
R

管
理

会
計

担
当

者
の

役
割

制
度

論
（

ac
to

r-
dr

iv
en

 
in

st
it
ut

io
na

lis
a-

tio
n：

行
為

者
を

介
し

た
制

度
化
），

役
割
，

in
st

it
ut

in
al
 

w
or

k，
ro

le
 i
de

n-
tit

y，
変

化

役
割

の
変

化
，

正
当

性

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ
：

約
９

ヶ
月

（
ド

イ
ツ
，

製
造

企
業
）

新
た

な
役

割
の

制
度

化
に

向
け

て
，

in
st
i-

tu
tio

na
l w

or
k
と

し
て
，

役
割

に
対

す
る

ア
イ

デ
ン

テ
ィ

テ
ィ

の
再

構
築

と
新

た
な

役
割

の
正

当
化

が
影

響
を

与
え

る
。

ま
た
，

組
織

内
の

レ
ベ

ル
と

制
度

的
環

境
と

の
結

合
が

in
st
itu

tio
na

l w
or

k
の

形
態

と
し

て
存

在
す

る
。

Q
ui
nn

 
（

20
13
）

M
A
R

管
理

会
計

変
化

に
お

け
る

ル
ー

ル
と

ル
ー

チ
ン

O
IE
（

B
un

s 
an

d 
Sc

ap
en

s（
20

00
）

を
修

正
），

管
理

会
計

実
践

に
お

け
る

制
度

化
の

フ
レ

ー
ム

ワ
ー

ク
（

指
示

的
ル

ー
チ

ン
と

行
為

遂
行

的
ル

ー
チ

ン
を

提
示
）

指
示

的
（

os
te

n-
siv

e）
ル

ー
チ

ン
，

行
為

遂
行

的
（

pe
r-

fo
rm

at
iv
e）

ル
ー

チ
ン

ケ
ー

ス
・

ス
タ

デ
ィ
：

長
期

的
な

ア
ー

カ
イ

バ
ル

デ
ー

タ
の

調
査
（

ギ
ネ

ス
，

ビ
ー

ル
醸

造
企

業
）

ル
ー

ル
と

ル
ー

チ
ン

は
異

な
っ

た
概

念
で

あ
る
。

管
理

会
計

の
変

化
・

不
変

に
お

い
て

ル
ー

ル
は

ル
ー

チ
ン

を
考

え
る

上
で

の
出

発
点

に
す

ぎ
ず
，

ル
ー

チ
ン

こ
そ

広
く

検
討

さ
れ

る
べ

き
問

題
で

あ
る
。

ま
た
，

ル
ー

チ
ン

を
さ

ら
に

細
分

化
し

て
み

る
こ

と
で
（

指
示

的
も

し
く

は
行

為
遂

行
的

ル
ー

チ
ン

な
ど
），

よ
り

変
化

プ
ロ

セ
ス

を
詳

細
に

分
析

で
き

る
。


